
○固定負債
　市の借金（翌年度に返
済するものを除く）の今
後の返済額や、将来に負
担することが確定した金
額、年度末に職員全員が
自己の都合で退職したと
想定したときの退職金必
要額などを計上しました。

○正味資産
　企業の資本金に相当し
ます。資産を取得するた
めに使った税金や、国・県
から交付された補助金な
どを有形固定資産と同じ
ように減価償却計算（年
々資産価値が下がる分を
差し引く計算）を行って計
上しました。

○流動負債
 翌年度に返済する予定
の市の借金の元金分を計
上しました。

れているかを示します

○期首一般財
　源等
前年度バランスシ
ートの正味資産の
一般財源等の額

○期末一般財
　源等
今年度バランスシ
ートの正味資産の
一般財源等の額

市の蓄え・
借金・運営
費用はどの
くらい？

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と

行

を

政
コ
ス
ト
計
算
書

公
表
し
ま
す

０円
１，２４７万８千円
１，９１９万８千円

貸 方

構成比
（％）

２３．８

１．５

２５．３

４．８

０．６

６９．３

７４．７

１００．０

【負債の部】

１ 固定負債 ３５３億３，７８９万９千円

�地方債 ２８７億３，８２９万５千円

�債務負担行為 １４億５，４６２万６千円

�退職給与引当金 ５１億４，４９７万８千円

２ 流動負債 ２３億１，６２５万３千円

�翌年度償還予定額 ２３億１，６２５万３千円

�翌年度繰上充用金 ０円

負 債 合 計 ３７６億５，４１５万２千円

【正味資産の部】

１ 国庫支出金 ７０億７，８８４万１千円

２ 県支出金 ９億４，３５９万４千円

３ 一般財源等 １，０３０億 ２５６万９千円

正味資産合計 １，１１０億２，５００万４千円

負債・正味資産合計 １，４８６億７，９１５万６千円

１人当たり

２７万７，５８７円
２２万５，７４６円
１万１，４２６円
４万 ４１５円
１万８，１９４円
１万８，１９４円
２９万５，７８１円

５万５，６０６円
７，４１２円

８０万９，１０７円
８７万２，１２５円
１１６万７，９０６円

貸 方
【負債の部】
１ 固定負債
�地方債
�債務負担行為
�退職給与引当金
２ 流動負債
�翌年度償還予定額

負 債 合 計
【正味資産の部】
１ 国庫支出金
２ 県支出金
３ 一般財源等

正 味 資 産 合 計
負 債 ・ 正 味 資 産 合 計

そ の 他

０

１１

０

６５０，２４４

６５０，２５５

２％

教 育 費

１，１６５，９５２

２，８８７，８４１

３０１，９３０

０

４，３５５，７２３

１５％

消 防 費

１４，２６５

６０，１６５

１，２００，１５５

０

１，２７４，５８５

４％

土 木 費

３１８，８４９

２，２１６，２２３

１，３４３，２２７

０

３，８７８，２９９

１３％

商 工 費

３９，１３８

１０３，６１９

３８，３９８

０

１８１，１５５

１％

農林水産業費

４７，４５９

１４，７４３

１２，０８０

０

７４，２８２

０％

労 働 費

１５，７１２

３５９

３４２

０

１６，４１３

０％

衛 生 費

３４６，７７７

２，４８１，１２４

１１２，１３２

０

２，９４０，０３３

１０％

４５，２７９

９％

０

０％

４８７，５０７

１１％

４３，０１９

１％

０

０％

０

０％

４７，３００

１％

３５７

０％

１１，９１８

７％

０

０％

３，１０８

４％

９０６

１％

０

０％

０

０％

２９２，１８１

１０％

９２，２７５

３％

構成比

１８％

３９％

４１％

２％

１００％

金 額

４万１，０６２円

９万 ５４３円

９万６，２２５円

５，７５１円

２３万３，５８１円

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

その他にかかるコスト

行 政 コ ス ト

市
で
は
、
皆
さ
ん
に
財
政
状
況
を
よ
り
詳
し
く
お
知
ら
せ
す
る
た
め
に
、

民
間
企
業
の
経
理
方
法
を
参
考
に
し
た
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト（
貸
借
対
照
表
）、

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
お
よ
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
を
作
成
し
て

い
ま
す
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
、
今
ま
で
に
整
備
さ
れ
た
資
産
の
構
成
や
、
将

来
返
済
す
る
負
債
が
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
な
ど
が
明
ら
か
に
な
り
ま
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
で
は
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
ど
の
く
ら
い
の

コ
ス
ト
が
か
か
っ
て
い
る
か
が
明
ら
か
に
な
り
、
コ
ス
ト
面
か
ら
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
活
動
実
績
に
関
す
る
情
報
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
で
は
、
お
金
の
動
き
に
つ
い
て
の
情
報

を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
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１
７
９
（
直
通
）

（単位：千円）

住民１人当たり行政コスト計算書
（平成２０年３月３１日現在人口 １２７，３０４人）

（平成２０年３月３１日現在）

平成２０年３月３１日現在人口 １２７，３０４人
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○有形固定資産
 公共施設等の取得
にかかった建設工事
費・設計費・用地購入
費等をもって資産評
価額とし、その価額
から総務省の統一基
準に示された耐用年
数を用いて減価償却
計算（年々資産価値
が下がる分を差し引
く計算）を行って計上
（土地は減価償却を行
いません）しました。

○投資等
　市に関係する団体
等への出資金や、特
定の目的等のために
運用している基金の
額などを計上しまし
た。

○流動資産
　市の預金や、決算
時に歳入から歳出を
差し引いたときの残
りの現金、年度末に
おける市税等の今後
収入されるお金など
を計上しました。

○債務負担行為
　に係る補償等
　将来、市が負担す
る約束をしているも
のを計上しました。

１年間の行政サービスにかかるコストです

行政コストがどのような収入によってどの程度が賄わ　

○正味資産国庫（県）支出金
　償却額
バランスシートの正味資産の国県支
出金のうち、対応する資産の減価償
却に応じて償却した額

収入項目の項目説明

※債務負担行為に係る補償等
①物件の購入等に係るもの
②債務保証および損失補償に係るもの
③利子補給等に係るもの

借 方

構成比
（％）

９２．８

３．６

３．６

１００．０

【資産の部】

１ 有形固定資産 １，３８０億６，０３４万円

（うち土地 ６９５億１，８２９万１千円）

２ 投資等 ５３億 ２３８万７千円

�投資及び出資金 ２億５，１０８万２千円

�貸付金 ２，４９４万７千円

�基金 ３３億８，４００万５千円

�退職手当組合積立金 １６億４，２３５万３千円

３ 流動資産 ５３億１，６４２万９千円

�現金・預金 ３７億 ６９５万３千円

�未収金 １６億 ９４７万６千円

資 産 合 計 １，４８６億７，９１５万６千円

１人当たり

１０８万４，４９３円

４万１，６５１円

１，９７２円

１９６円

２万６，５８２円

１万２，９０１円

４万１，７６２円

２万９，１１９円

１万２，６４３円

１１６万７，９０６円

借 方

【資産の部】

１ 有形固定資産

２ 投資等

�投資及び出資金
�貸付金
�基金
�退職手当組合積立金

３ 流動資産

�現金・預金
�未収金

資 産 合 計

民 生 費

１，１４４，０７９

１，４１３，３３４

８，９９２，３０３

０

１１，５４９，７１６

３９％

総 務 費

１，９０５，０２６

２，３３３，５４２

２４５，５９１

８１，８１６

４，５６５，９７５

１５％

議 会 費

２３０，１４３

１５，５３８

３，７２２

０

２４９，４０３

１％

（構成比）

１８％

３９％

４１％

２％

１００％

総 額

５，２２７，４００

１１，５２６，４９９

１２，２４９，８８０

７３２，０６０

２９，７３５，８３９

人 に か か る コ ス ト

物 に か か る コ ス ト

移 転 支 出 的 な コ ス ト

そ の 他 に か か る コ ス ト

行 政 コ ス ト a

（ 構 成 比 率 ）

４９２，８１３

４％

３，２９７，５８４

２９％

４１５，７６０

９％

４０２，８３８

９％

０

０％

０

０％

１，７９５，８６６

６％

３，８３６，９７９

１３％

２２，６８６，９８２

７６％

２８，３１９，８２７

４１８，０７８

１０４，０００，５０３

－９９７，９３４

１０３，００２，５６９

使 用 料 ・ 手 数 料 等 b

b / a

国 庫 （ 県 ） 支 出 金 c

c / a

一 般 財 源 d

d / a

収 入 （ b + c + d ） e

正味資産国庫（県）支出金償却額 f

期 首 一 般 財 源 等

一般財源等増減額{e－（a- f）｝

期 末 一 般 財 源 等

○人にかかるコスト
行政サービスの担い手である職員にか

かる費用

○物にかかるコスト
施設の維持管理、委託契約、物品の購

入や賃借、施設の減価償却にかかる費用

○移転支出的なコスト
児童や高齢者などへの給付、各種補助

金、国民健康保険や介護保険への繰出金
にかかる費用

○その他にかかるコスト
「人にかかるコスト」「物にかかるコ

スト」「移転支出的なコスト」に属さな
いもの、主に市の借金の利子などにかか
る費用

議会費…議会の活動に要する経費
総務費…戸籍・統計・徴税等の経費
民生費…福祉など、住民が一定水準の生
活を確保し、安定した社会生活を保障
するために支出される経費

衛生費…伝染病予防や公害対策など、住
民が健康で衛生的な生活環境を保持す
るための経費

労働費…労働者のための各種施設の設置
・管理に要する経費

農林水産業費…農業の改良や組合の指導
育成、農業施設の管理のための経費

商工費…中小企業の指導育成、商工業の
振興等のための経費

土木費…道路橋りょうや河川の整備・改
良、都市計画等に要する経費

消防費…災害時の初動体制の確保や、災
害から地域住民の生命と財産を守るた
めに必要な消防設備等の整備を行うた
めの経費

教育費…学校や図書館、公民館や博物館
等の施設を設置・管理し、その他教育
や学術文化に関する事務を行うための
経費

その他…公債費、不納欠損額

行政コストの項目説明

行政コスト計算書（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

〔行政コスト〕

バランスシート

住民１人当たりバランスシート

〔収入項目〕

○対象となる会計
各自治体の財政状況を比較するため
に用いられる概念上の普通会計を対
象とします。市では、一般会計と広
沢土地区画整理事業特別会計を合わ
せたもので構成されています。

○基礎となるデータ
各自治体が決算時に毎年作成してい
る地方財政状況調査（決算統計）の
昭和４４年度以降のデータを基礎に、
総務省の統一基準によって作成しま
した。
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キャッシュ・フロー
計算書

決算における
お金の動きが
わかります

キャッシュ・フロー計算書
の項目説明

○行政活動によるキャッシュ
・フロー
地方公共団体において経常的

に行われる行政活動から発生す
るお金の動きを示します。

○投資活動によるキャッシュ
・フロー
固定資産の取得および売却、

固定資産の取得財源としての国
庫支出金収入、貸付による収支
といった投資的なお金の動きを
示します。

○財務活動によるキャッシュ
・フロー
地方債の発行・償還による収

入・支出といった財務活動によ
るお金の動きを示します。

○有形固定資産
一年以上保有する資産のうち、

施設などの建物が含まれます。

○財政調整基金
予期せぬ収入減などのときに

取り崩して使用したり、将来に
多額の資金が必要になったとき
のために積み立てたりするもの
で、財政運営を安定させるため
の蓄えとなるものです。

○減債基金
一時的に多額の借金返済金が

必要になったときでも、その年
の行政活動に支障をきたさない
ためにあらかじめ蓄えておくお
金のことをいいます。

○歳計現金
一年間に発生した収入または

支出に係る現金のことをいいま
す。

比較

６２８，８５２

１０５，８６４

－１５７，６９３

－４８６，５８３

－１３，１１１

－６４７，７８７

－１２４，４５７

－６９４，９１５

－５４５，５３６

６０２，５０２

１１，６８９

４０３，３８５

－２２２，８７５

２，０１４，２３１

－９４５，６８６

－２９，１７５

－８，１４８

８，０００

０

１０１，５７３

－９３４

－２０９，３８１

９３０，４８０

－１，３９５，０２９

－２５３，９０３

－２１，８１３

－１，６７０，７４５

－９６３，１４０

１４８，５４９

－８１４，５９１

２３，９５７

０

－８３８，５４８

－８１４，５９１

１９年度

２０，９４８，３０７

１，０００，０４８

－５，７５５，１３６

－７，４１８，９６８

－３９１，２８２

－５，５０８，３６３

９２２，９７８

３，７９７，５８４

１，７８８，７７４

３，８４４，６９８

１８８，５３２

－３，１５９，７６６

６，４５９，８２２

－３，９７７，０１１

２９５，８８１

１０，２７０

１０３，４７５

－１０２，０８０

０

２２７，２７５

－１，２７２

－３，６５２，８３５

－７，０９６，２９７

２，５１３，３７１

－２，１９８，４２８

－４９３，０５９

－１７８，１１６

－８１４，５９１

４，５２１，５４４

３，７０６，９５３

１，８６０，８３３

０

１，８４６，１２０

３，７０６，９５３

１８年度

２０，３１９，４５５

８９４，１８４

－５，５９７，４４３

－６，９３２，３８５

－３７８，１７１

－４，８６０，５７６

１，０４７，４３５

４，４９２，４９９

２，３３４，３１０

３，２４２，１９６

１７６，８４３

－３，５６３，１５１

６，６８２，６９７

－５，９９１，２４２

１，２４１，５６７

３９，４４５

１１１，６２３

－１１０，０８０

０

１２５，７０２

－３３８

－３，４４３，４５４

－８，０２６，７７７

３，９０８，４００

－１，９４４，５２５

－４７１，２４６

１，４９２，６２９

１４８，５４９

４，３７２，９９５

４，５２１，５４４

１，８３６，８７６

０

２，６８４，６６８

４，５２１，５４４

Ⅰ 行政活動によるキャッシュ・フロー

１ 税収入

２ 使用料および手数料収入

３ 人件費による支出

４ 物件費による支出

５ 維持補修費による支出

６ 扶助費による支出

７ 諸収入

小 計

８ 交付金による収入

９ 国庫および県支出金による収入

１０ 分担金・負担金・寄附金による収入

１１ 補助費等による支出

行政活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出

２ 国庫および県支出金による収入

３ 財産の売却・運用による収入

４ 貸付金元利収入

５ 貸付金の貸付による支出

６ 投資および出資による支出

７ 他会計・基金からの繰入による収入

８ 積立基金への積立による支出

９ 他会計・定額運用基金への繰出による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 地方債の発行による収入

２ 地方債の償還による支出

３ 支払利子および公債諸費による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金などの増減額

Ⅴ 現金などの繰越残高

Ⅵ 現金などの年度末残高

内訳）

財政調整基金

減債基金

歳計現金

キャッシュ・フロー計算書とは？
キャッシュ・フロー計算書は、決算における現金の動きを表したものであり、お金の動き（歳入・

歳出）が生じた時点での情報を表したものです。この動きを一定の活動区分（行政活動・投資活動・
財務活動）別に表示することにより、それぞれの活動における資金の出どころおよび使い道を明確に
することができ、行政経営に関する新たな情報がわかるようになります。

キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

※収入はプラス、支出はマイナスで表しています。

問い合わせ
財政課 内線２３２３
�０４８―４６３―３１７９
（直通）
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